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               963,106 
Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令
和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  981,615  963,106  -  -  -  814,620  17,642  -  98,247  32,000  597  -  18,509 

令和5年度住民税均等割非課
税世帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）
1  -  -  -  -  -  -  - 

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）

※不足額給付は含まない
2

R5_予備
(※)

一体支援 ○ ○ ○
低所得者支援及び定額減税補
足給付金給付事業

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○ －  850,766  832,262  -  814,620  17,642  -  18,504 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　1351世帯×100千円、令和６年度非課税化
世帯　1380世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　456世帯×
100千円、子ども加算　1171人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者　
27172人　(627370千円）　　のうちR６計画分
事務費　36146千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　
使用料及び賃借料　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3187世帯）、定額減税を補足する給付の
対象者数（27172人）

－ ○ － R6.8 R6.11 対象世帯に対して令和6年8月
までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連しな
い R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R5予備費）
3  -  - 

住民税均等割非課税世帯等
への支援関連の給付費

（家計急変への横出し等・補
正）

4  -  - 

一体給付関連の給付費
（上乗せ等・予備費）

5  -  - 

事務費
（上乗せ・横出し）

6  -  - 

令和6年度住民税均等割非課
税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
低所得者(住民税非課税世帯)
支援給付金給付事業

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  32,597  32,597  -  32,000  597  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1000世帯×30千円、子ども加算　100
人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　597千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　その他　として
支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1000世帯）

－ ○ － R7.3 R7.3 対象世帯に対して令和7年3月
までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連しな
い R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
8  -  - 

令和６年度低所得世帯支援枠
等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

9  -  - 

事務費
（上乗せ・横出し）

10  -  - 

配分予定額計 移替先 総務省 交付限度額計                                                                   1,388,406 
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食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として
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交付対象事業の名称 経済対策との関係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の
発出状況に定義さ
れている対象分野)

備考2 備考3
自治体での予算区

分
自治体利用欄 自治体利用欄⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費
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               963,106 
Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令
和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

配分予定額計 移替先 総務省 交付限度額計                                                                   1,388,406 
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ていない
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事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の
発出状況に定義さ
れている対象分野)

備考2 備考3
自治体での予算区

分
自治体利用欄 自治体利用欄⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｂ Ｃ
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11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○

指定管理者電気・上水道料金
高騰対策緊急支援金交付事
業費（令和６年度重点支援地
方交付金補正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

 4,000  4,000  4,000 

①安定的な行政サービスの提供を図るため、電気料金等のエネルギー価格
高騰の影響を受けた指定管理者を支援する。
②電気料金及び上水道料金における価格上昇分の１／２を助成
③｛（令和６年度電気料金実績）－（令和3年度電気料金実績）｝×１/2　＋
｛（令和６年度上水道料金（10月～3月）実績）－（令和５年度上水道料金（10月
～3月）実績）｝×１/2
④２９施設２６指定管理者

○ － － R7.3 R7.3 ２２施設１９指定管理者に補助
を実施（令和５年度補助実績）

市ホームページにより周知
施設所管課から指定管理者に制度内容の説明

対象分野に関連しな
い R6補正（地）

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
畜産業物価高騰対応費補助
事業（令和６年度重点支援地
方交付金補正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業
における物価高
騰対策支援

 13,562  13,561  13,561  1 

①原油や物価高騰等の影響を受けた輸入乾牧草の価格上昇が及ぼす畜産
経営への影響を緩和することにより、畜産農家の安定的・持続的な経営を支
援する。これにより畜産農家の経営の安定化と持続的な経営の確保が図られ
る。
②輸入乾牧草の購入費の価格上昇分の１／４を助成
③単価　乳用牛28,900円／頭、肉用牛6,200円／頭　
   飼養頭数　乳用牛916頭、肉用牛105頭
④畜産農業者（乳牛２０戸、肉牛２戸）

－ － － R7.3 R7.3 ２２件の畜産農業者に補助を
実施

市ホームページにより周知、補助対象者へ通知 農林水産・食品分野 R6補正（地）

13 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
省エネ家電製品買換え促進事
業（令和６年度重点支援地方
交付金補正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

④省エネ家電等
への買い換え
促進による生活
者支援

 35,500  35,500  35,500 

①省エネ型家電への買換えに対し補助金を交付することで、物価高騰に直面
する市民の支援と温室効果ガスの削減を図る。また、本事業の周知を通じ、省
エネ家電買換えのみならず、市民が脱炭素ライフスタイルに意欲的に取り組
む契機を作る。
②既存の家電製品を省エネ性能の高い新品に買い換えた市民への補助
③補助金50千円×500件+(上乗せ分）10千円×50件=25,500千円
補助金交付業務委託費用10,000千円
④市民

－ ○ － R7.3 R7.3 500世帯に補助金を交付 市ホームページにより周知
省エネ家電買い替え
等 R6補正（地）

14 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○

伊勢原市障がい者施設物価高
騰支援給付金支給事業（令和
６年度重点支援地方交付金補
正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

 5,474  5,473  5,473  1 

①原油価格や物価の高騰により、障がい者福祉施設等に係る運営費の増大
が生じている状況において、利用者負担に影響を及ぼすことなく、施設等が安
定的な運営を図れるよう支援をする。
②市内障がい者福祉施設等に対し、電気代・ガス代等の増嵩分を補助
③入所系施設　11,000円×237人（定員数）
　通所系施設　40,000円×52事業所
　訪問系施設　25,000円×31事業所
　事務費（通信運搬費）11,330円（決定通知103通×110円）
④障がい福祉施設等

－ － － R7.3 R7.3 障がい者福祉施設（103事業
所）に対し補助を実施

市ホームページにより周知
障害福祉サービス事
業所・施設等 R6補正（地）

15 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
高齢者施設等物価高騰対応
事業（令和６年度重点支援地
方交付金補正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

 26,240  26,239  26,239  1 

①物価高騰の影響を受けている高齢者施設等が安定的な運営を行えるよう
支援する。
②県補助制度に準じ、施設の種類や規模等に応じた給付金を支給
③入所系施設　46施設　定員計1,996名　11,000円／定員
　通所系施設　41事業所　うち大規模26事業所　65,000円／事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　うち小規模15事業所　40,000円／事業所
　訪問系事業所　79事業所　　25,000円／事業所
④市内高齢者福祉施設等

－ － － R7.3 R7.3 給付金支給対象施設数：166 市ホームページにより周知
介護サービス事業
所・施設等 R6補正（地）

16 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
保育所等における物価高騰対
策支援事業（令和６年度重点
支援地方交付金補正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物価
高騰対策支援

 6,814  6,813  6,813  1 

①就学前児童の教育及び保育の水準を維持するため、食料品価格等の物価
高騰の影響を受ける民間保育所等に対して、給食の質や量の維持が適切に
図られるよう、給食費の費用負担を軽減する。
②給食材料費に対する施設への支援
③2,200円×保育所等利用児童数（3,097人）＝6,813,400円
④市内幼稚園・認定こども園・保育所・小規模保育施設

○ － － R7.3 R7.3
市内民間幼稚園・認定こども
園・保育所・小規模保育施設
のすべての施設（24施設）へ補
助を実施

市ホームページにより周知
保育所・幼稚園・認
定こども園等 R6補正（地）

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○

物価高騰による中学校給食負
担軽減のための臨時交付金
（令和６年度重点支援地方交
付金補正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

 6,662  6,661  6,661  1 

①給食に使用する食材等の高騰が続く中、保護者に負担を求めることなく、質
を落とさずに給食を実施するため、食材費の高騰額相当分を補助する。
②市立中学校の食材費増嵩分の補助
③中学校：6,660,000円（@30円*150食*2,277人*0.65(喫食率見込み)）
④負担軽減対象者：市立中学校に在籍する児童生徒の保護者
　交付対象者：学校給食会
※なお、本事業費に教職員の給食費は含まれておりません。

－ ○ － R7.3 R7.3
給食に使用する食材等の高騰
が続く中、食材費の高騰額相
当分を保護者に負担を求める
ことなく給食を提供すること。

市ホームページにより周知 給食 R6補正（地）
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